
証券コード 2331
平成26年６月４日

株 主 各 位

東京都港区元赤坂一丁目６番６号

代表取締役会長 村 井 温

第49回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第49回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さい

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使

書用紙に賛否をご表示いただき、ご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1 日 時 平成26年６月25日（水曜日）午前10時

2 場 所 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号

京王プラザホテル５階 「エミネンスホール」

3 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第49期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

2. 第49期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計算

書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役８名選任の件
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【議決権行使についてのご案内】

（当日ご出席いただく場合のお願い）

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下

さいますようお願い申し上げます。

（書面による議決権行使の期限）

　議決権行使書用紙は平成26年６月24日（火曜日）午後６時までにご提出下さい。

（代理人による議決権の行使に関する事項）

　当日ご出席願えない場合は、議決権を有する他の株主様１名を代理人として議決

権を行使することができます。ただし、本株主総会に係る委任状ならびに株主様ご

本人および代理人株主様各々の議決権行使書用紙のご提出が必要となりますのでご

了承下さい。

（議決権の不統一行使の通知方法）

　議決権を統一しないで行使する株主様（他人のために株式を有する株主様に限り

ます。）は、株主総会の日の３日前までに、書面をもってその有する議決権を統一し

ないで行使する旨およびその理由をご通知下さい。

【修正後の事項の周知方法のご案内】

　株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に記載すべき事項に

ついて、修正すべき事情が生じた場合には、直ちに当社ホームページ

(http://www.alsok.co.jp/ir/index.html)にて、修正後の事項を開示いたします。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎省エネルギーへの取り組みの一環として、当社役員および係員につきましては、軽

装（クールビズスタイル）にて対応させていただきますので、ご了承下さいますよう

お願い申し上げます。
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(添 付 書 類)

事 業 報 告
(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)

Ⅰ 企業集団の現況
　１ 事業の経過およびその成果
　 (1) 全般的概況

当連結会計年度における我が国経済は、アベノミクスによる金融政策や財

政政策等が功を奏し、企業収益・雇用情勢の改善、株価上昇、個人消費や設備

投資等の増加が見られ、緩やかではありますが景気は回復しつつあります。消

費税増税による駆け込み需要の反動の動きも弱いながら見られ、円安・資源の

高騰によるコスト増、海外経済の下振れの懸念もありますが、2020年東京オリ

ンピックに向けた事業も追い風となり、回復基調の中で経済の好循環が期待さ

れます。警備業界におきましては、事業者間の競争激化等により厳しい経営環

境が続き、商品・サービスにおいては、より一層の充実が求められておりま

す。

このような経済環境の中で当社グループにおきましては、お客様の多様化

するニーズに対応するべく、主力であるセキュリティ事業の強化をはじめ、警

備業と親和性の高い周辺事業にも焦点を当て、新規事業・新規サービスの拡充

に努めてまいりました。また、業務の効率化・合理化を図り、グループ会社の

吸収合併および業務集約化によるコスト削減にも積極的に取り組みました。

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの連結業績は、以下の

とおりとなりました。

売上高につきましては、機械警備業務に関わる機器の売却、常駐警備業務

における大型の新規案件の受注、警備輸送業務における入金機オンラインシス

テムのご契約先業種の拡大、日本ファシリオ株式会社の売上が増加したことな

どから、3,282億９百万円（前年同期比4.0％増）となりました。利益面につき

ましては、営業利益は189億32百万円（前年同期比60.6％増）、経常利益は207

億45百万円（前年同期比40.7％増）、当期純利益は109億55百万円（前年同期比

27.8％増）となりました。
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　 (2) 業務別の状況
　業務別の内訳につきましては、次のとおりです。

（単位：百万円）

部 門 別
第48期 第49期(当連結会計年度) 前期比

増減率
(％)売上高

構成比
(％)

売上高
構成比
(％)

セキュリティ事業

機械警備業務 147,162 46.6 151,844 46.3 3.2

常駐警備業務 73,881 23.4 77,284 23.5 4.6

警備輸送業務 50,854 16.1 51,050 15.6 0.4

綜合管理・防災事業 40,661 12.9 44,808 13.7 10.2

その他 3,004 1.0 3,221 1.0 7.2

合 計 315,564 100.0 328,209 100.0 4.0

（機械警備業務）

　機械警備業務のうち、法人向けサービスでは、セキュリティ強化のニーズを

捉え、画像センサーと最新のITシステムを組み合わせた「ALSOK-GV（ジーファ

イブ）」を中心に販売活動を推進し、出入管理システムや監視カメラシステムの

売上が伸びました。

　個人向けサービスでは、最新のセキュリティ技術を搭載した一般住宅向けの

「HOME ALSOK Premium」のほか、昨年８月には集合住宅向けの「HOME ALSOK ア

パート･マンションプラン」を、９月にはご高齢者向け緊急通報・相談サービス

「HOME ALSOK みまもりサポート」を新たな商品ラインアップに加え、ハウスメ

ーカーや不動産会社等とのアライアンス強化等、積極的な営業を展開しました。

　運用面では、適正な定数管理による労務費の削減等を推し進めるとともに一

部ガードセンターの統合を開始するなど、運用コストをコントロールすること

により、業務の生産性向上を図りました。その他にも、ドライブレコーダーの

導入による交通事故抑止対策や省エネ運転の励行、車両乗務者の施設待機の推

進などにより、環境面への配慮にも力を入れてまいりました。

　以上の結果、機械警備業務の売上高は、1,518億44百万円（前年同期比3.2％

増）となり、総売上高に占める割合は46.3％となりました。

（常駐警備業務）

　常駐警備業務においては、新規受注が順調に推移したほか、臨時警備の受注

が増加いたしました。

　運用面では、お客様のニーズをいち早くキャッチできるよう、顧客訪問を強

化し、更なる運用品質向上に努力してまいりました。

　以上の結果、常駐警備業務の売上高は、772億84百万円（前年同期比4.6％増）

となり、総売上高に占める割合は23.5％となりました。
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（警備輸送業務）

　警備輸送業務においては、ご契約先業種の拡大による「入金機オンラインシ

ステム」の新規受注が売上に貢献し、「ATM綜合管理システム」の契約も堅調に

伸び、売上が増加いたしました。

　運用面では、首都圏に設立した大規模資金センターを中心に現金整理業務を

集中させ、生産性の向上に努めてまいりました。その他、災害時の事業継続計

画（Business Continuity Plan）としてシステムのバックアップ体制の強化を

図りました。また、環境対策として現金輸送車のCO2削減に向けたエコドライブ

運転の推進による省エネ化を図り、交通事故抑止対策としてドライブレコーダ

ー導入を進めております。

　以上の結果、警備輸送業務の売上高は、510億50百万円（前年同期比0.4％増）

となり、総売上高に占める割合は15.6％となりました。

（綜合管理・防災事業）

　ALSOKグループの総合力を活かし、日本ファシリオ株式会社等の売上が増加

し、またAED（自動体外式除細動器）等の販売も好調に推移いたしました。

　以上の結果、綜合管理・防災事業の売上高は、448億８百万円（前年同期比

10.2%増）となり、総売上高に占める割合は13.7％となりました。

（その他）

　企業のBCP対策や危機管理に対する意識の高まりを受け、「ALSOK安否確認サー

ビス」等の契約が堅調に伸びました。

以上の結果、その他の事業の売上高は、32億21百万円（前年同期比7.2%増）

となり、総売上高に占める割合は1.0％となりました。

　２ 設備投資等および資金調達の状況
　 (1) 設備投資等の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は196億17百万円であり、その主な

ものは、次のとおりであります。

　機械警備用機器 84億59百万円

　土地 32億99百万円

　器具備品 ８億36百万円

　建物 ８億15百万円

ソフトウェア 16億91百万円

　 (2) 資金調達の状況
　設備投資に要した資金は、主として自己資金を充当いたしました。
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　３ 対処すべき課題
当社グループは、日本の警備業におけるリーディングカンパニーとして、社会

の安心・安全の確保に貢献するとともに、法令遵守、倫理道徳を高め、より一層
の企業価値向上に取り組んでまいります。また、社会インフラの一翼を担う企業
として、2020年東京オリンピック開催時期を当面のターゲットと位置づけ、グル
ープ一丸となって「人作り」と「最新の機器・システム開発」を進めてまいりま
す。
　当社の対処すべき課題は以下のとおりです。
(1) 多様化するお客様のニーズへの対応

お客様の安心・安全に対するニーズは多様化しており、それに対して的確に

最高の品質で応えていくことが重要であると認識しております。

法人向けサービスでは、画像センサーと最新ITシステムを組み合わせ、セキ

ュリティの強化はもちろん、不正防止等にも役立つ「ALSOK-GV（ジーファイ

ブ）」をはじめ、BCP（事業継続計画）策定から対策用品手配・システム対策ま

でワンストップでご提供する「BCPソリューションサービス」、売上金管理のサ

ポートを行う「入金機オンラインシステム」等、あらゆるビジネスシーンに安

心と利便性をご提供する商品・サービスを拡充してまいります。

個人向けサービスでは、Web警備遠隔操作や屋外の画像確認機能を搭載した一

般住宅向けの「HOME ALSOK Premium」や、ご高齢者向け緊急通報・相談サービ

ス「HOME ALSOK みまもりサポート」等、従来のホームセキュリティの枠を超

え、様々な世帯のニーズに合わせた「生活全般のセキュリティサービス」をご

提供してまいります。

(2) 事業領域の拡大

当社グループでは、お客様の生活・企業活動を多方面からサポートするため、

介護事業をはじめとしたセキュリティ事業とシナジー効果の見込める新規事

業・新規サービスにも積極的に取り組んでまいります。

(3) 海外事業への進出

今後も国内企業の海外進出は増加することが予想されます。当社グループは、

日本国内で培った警備ノウハウを基に、国ごとに最適な商品・サービスをご提

供し、お客様の海外事業をサポートするべく、海外拠点の拡大を積極的に進め、

グローバルブランドへの展開に取り組んでまいります。

(4) コスト構造改革による収益基盤の強化

当社グループは、収益基盤の強化と適正な利益の獲得を図るため、事務業務

の集約化、警備員および事務員の担当業務拡大等の施策を推進し、サービス品

質の向上とともに、コストの圧縮に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、何卒今後とも変わらぬ御支援、御指導を賜りま
すようお願い申し上げます。
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　４ 財産および損益の状況の推移
(単位：百万円)

区 分
第46期

（平成22年４月から
平成23年３月まで）

第47期

（平成23年４月から
平成24年３月まで）

第48期

（平成24年４月から
平成25年３月まで）

第49期
(当連結会計年度)

（平成25年４月から
平成26年３月まで）

セキュリティ事業

　機 械 警 備 業 務 138,463 142,900 147,162 151,844

　常 駐 警 備 業 務 71,337 71,326 73,881 77,284

　警 備 輸 送 業 務 47,692 49,817 50,854 51,050

　 合 計 257,493 264,044 271,898 280,179

綜合管理・防災事業 17,024 36,608 40,661 44,808

そ の 他 4,754 4,070 3,004 3,221

売 上 高 計 279,272 304,723 315,564 328,209

経 常 利 益 11,765 12,558 14,741 20,745

当 期 純 利 益 4,706 3,903 8,574 10,955

1株当たり当期純利益
(円)

82
46

83
38

30
85

99
108

総 資 産 284,350 283,593 296,665 342,495

純 資 産 162,178 165,634 175,563 180,205
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　５ 主要な事業内容
　 (1) セキュリティ事業

ア 機械警備業務

　ご契約先に警報機器を設置し、通信回線により、侵入、火災、設備異常等

の情報をガードセンターで遠隔監視し、異常事態に対して待機中の警備員が

出動し対応する業務です。法人向けサービスでは、画像センサーと高速イン

ターネットを組み合わせて異常発生時の警備先の状況を画像や音声でリアル

タイムに把握、より迅速な対応を可能とした「ALSOK-GV（ジーファイブ）」

やキャッシュコーナーを無人管理する「アマンドシステム」等があり、個人

向けサービスでは、スマートフォンや携帯電話等からの警備開始・解除操

作、屋外の画像確認機能を搭載した一般住宅向けの「HOME ALSOK

Premium」、集合住宅向けの「HOME ALSOK アパート・マンションプラン」の

ほか、ご高齢者向け緊急通報・相談サービス「HOME ALSOK みまもりサポー

ト」等をご提供しております。

イ 常駐警備業務

　ご契約先の施設に警備員を配置し、出入管理、巡回、監視、緊急時の対応

等を行う業務です。イベント等における雑踏警備、国内外の要人の身辺警護

もこの業務に含めております。

ウ 警備輸送業務

　ご契約先の指定場所に現金、有価証券等の貴重品を現金輸送車や公共交通

機関を使用して輸送する業務です。現金、有価証券等を安全に輸送する現金

輸送サービスのほか、オンライン情報管理機能と警備輸送ネットワークで、

流通や小売業等の売上金やつり銭等の管理をトータルサポートする「入出金

機オンラインシステム」、金融機関やコンビニエンスストアに設置されたATM

等を対象に現金の補充・回収や障害時の対応等、運営・管理をトータルで担

う「ATM綜合管理システム」があります。

　 (2) 綜合管理・防災事業
　設備点検・電話対応・リニューアル工事等のビル・マンションの運営管理

や消防用設備等の点検・工事を行う事業です。また、災害対策用品やAEDの販

売等があります。

　 (3) その他
　情報警備、海外サポート、介護サービスのほか、BCP対策をワンストップで

提供する「BCPソリューションサービス」があります。また、ロボットによる

警備、受付を行う「警備ロボット／企業受付ロボット」、自治体の鳥獣被害対

策事業をサポートする「有害鳥獣捕獲わな監視装置」等の販売があります。
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　６ 主要な事業所
　 (1) 当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 港区 静 岡 支 社 静岡市

第 四 地 域 本 部 仙台市 沼 津 支 社 沼津市

北 海 道 支 社 札幌市 浜 松 支 社 浜松市

宮 城 支 社 仙台市 第 三 地 域 本 部 名古屋市

警 送 北 海 道 支 社 札幌市 名 古 屋 支 社 名古屋市

警 送 宮 城 支 社 仙台市 豊 橋 支 社 豊橋市

第 五 地 域 本 部 港区 岡 崎 支 社 岡崎市

茨 城 支 社 水戸市 尾 張 支 社 一宮市

埼 玉 中 央 支 社 さいたま市 警 送 愛 知 支 社 名古屋市

埼 玉 西 支 社 所沢市 第 十 地 域 本 部 京都市

埼 玉 南 支 社 さいたま市 滋 賀 支 社 大津市

埼 玉 北 支 社 熊谷市 京 都 支 社 京都市

千 葉 支 社 千葉市 奈 良 支 社 奈良市

成 田 支 社 成田市 和 歌 山 支 社 和歌山市

船 橋 支 社 船橋市 第 二 地 域 本 部 大阪市

柏 支 社 柏市 大 阪 中 央 支 社 大阪市

警 送 埼 玉 支 社 さいたま市 梅 田 支 社 大阪市

警 送 千 葉 支 社 千葉市 大 阪 東 支 社 東大阪市

第 六 地 域 本 部 横浜市 難 波 支 社 大阪市

横 浜 支 社 横浜市 大 阪 南 支 社 堺市

横 浜 北 支 社 横浜市 大 阪 北 支 社 吹田市

川 崎 支 社 川崎市 警 送 近 畿 支 社 大阪市

相 模 支 社 相模原市 第 八 地 域 本 部 岡山市

湘 南 支 社 藤沢市 神 戸 支 社 神戸市

警 送 神 奈 川 支 社 横浜市 阪 神 支 社 尼崎市

第 一 地 域 本 部 港区 姫 路 支 社 姫路市

中 央 支 社 中央区 岡 山 支 社 岡山市

城 東 支 社 台東区 香 川 支 社 高松市

城 西 支 社 新宿区 徳 島 支 社 徳島市

城 北 支 社 豊島区 高 知 支 社 高知市

渋 谷 支 社 渋谷区 第 九 地 域 本 部 福岡市

城 南 支 社 港区 山 口 支 社 周南市

多 摩 支 社 立川市 福 岡 支 社 福岡市

南 多 摩 支 社 八王子市 北 九 州 支 社 北九州市

警 送 東 京 支 社 江東区 熊 本 支 社 熊本市

警 送 東 京 西 支 社 国立市 大 分 支 社 大分市

第 七 地 域 本 部 静岡市 警 送 九 州 支 社 福岡県糟屋郡

山 梨 支 社 甲府市 海 外 統 括 本 部 港区

長 野 支 社 長野市
注１：管理指導体制強化のため、平成25年４月１日付で、北海道支社から警備輸送部門を独立さ

せ、警送北海道支社を設置しております。
　２：上記の表は、平成26年３月31日現在の情報ですが、平成26年４月１日付にて、管理体制の

強化および合理化を目的として、第八地域本部の兵庫県および第十地域本部の滋賀県、京都
府、奈良県、和歌山県を第二地域本部に編入し、第十地域本部を廃止しております。
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　 (2) 子会社

名 称 所 在 地

日 本 フ ァ シ リ オ 株 式 会 社 本社：港区

綜 警 常 駐 警 備 株 式 会 社 本社：墨田区

綜 警 ビ ル サ ー ビ ス 株 式 会 社 本社：千代田区

北 関 東 綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 本社：宇都宮市

広 島 綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 本社：広島市

福 島 綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 本社：郡山市

東 京 綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 本社：千代田区

綜 警 リ ー ス 株 式 会 社 本社：千代田区

愛 媛 綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 本社：松山市

群 馬 綜 合 ガ ー ド シ ス テ ム 株 式 会 社 本社：前橋市

注： 当社子会社のうち、売上高上位10社を記載しております。

　７ 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

28,091名 37名増

注： 平成26年３月31日現在の従業員数を記載しております。
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　８ 重要な子会社の状況
　 (1) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

百万円 ％

日本ファシリオ株式会社 2,500 91.56 綜合管理業務、設備工事業務

綜警常駐警備株式会社 300 100.00 警備保障業務

綜警ビルサービス株式会社 60 100.00 警備保障業務、綜合管理業務

北関東綜合警備保障株式会社 100 50.00 警備保障業務

広島綜合警備保障株式会社 90 50.00 警備保障業務

福島綜合警備保障株式会社 200 100.00 警備保障業務

東京綜合警備保障株式会社 30 100.00 警備保障業務

綜 警 リ ー ス 株 式 会 社 100 100.00 リース業務

愛媛綜合警備保障株式会社 90 50.00 警備保障業務

群馬綜合ガードシステム株式会社 10 50.00 警備保障業務

注：１ 当社の連結子会社は59社、持分法適用会社は９社であります。
　 ２ 当社子会社のうち、売上高上位10社を記載しております。

　 (2) その他
ア 当社は、当社グループの経営効率の向上と経営基盤の強化を図ることを目

的として、当社が提供するセキュリティに係る工事を担当する、当社の連結

子会社である綜警電気工事株式会社を平成25年８月１日付で、吸収合併いた

しました。

イ 当社は、分散したリソースを集約することで品質の向上および開発のスピ

ードアップを図ることを目的として、当社グループが提供するセキュリティ

に係るシステム設計およびソフトウェア開発・保守等を担当する、当社の連

結子会社である綜警情報システム株式会社を平成26年４月１日付で、吸収合

併いたしました。

ウ 事業運営の一体化と経営資源の有効活用を目的として、平成26年４月１日

付で、当社の連結子会社である大阪綜合警備株式会社は、同じく当社の連結

子会社である大阪綜合管財株式会社を吸収合併するとともに、兵庫県内の事

業を会社分割（新設分割）し、当該事業を承継するALSOK兵庫株式会社を新

設し、ALSOK兵庫株式会社の全株式を当社に割当交付いたしました。その結

果、当社は、ALSOK兵庫株式会社を当社の連結子会社といたしました。
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エ 当社は、平成26年４月１日付で、日産自動車株式会社の子会社である株式

会社日産クリエイティブサービスから、同社が新たに設立し、同社のセキュ

リティ事業およびビルメンテナンス事業を会社分割（吸収分割）により承継

した株式会社の全株式を取得いたしました。当社は、取得した株式会社の商

号をALSOK双栄株式会社に変更し、当社の連結子会社といたしました。

　これにより、双方の経営資源や事業ノウハウを融合し、お客様に対して更

に付加価値の高いサービスの提供を図るとともに、お客様の満足向上とお客

様基盤の拡大に努め、当社グループの発展と企業価値の向上を目指します。

オ 当社は、平成26年４月８日付で、建築物の維持管理サービス等を提供する

総合ビルメンテナンス会社である日本ビル・メンテナンス株式会社の株式

（同社発行済株式の77.1%相当）を取得することにより、同社を当社の連結子

会社といたしました。

　これにより、日本ビル・メンテナンス株式会社の事業拡大と当社グループ

の事業の幅の広がりが期待できるとともに、お客様財産の維持・管理・運営

に関するご要請にトータルにお応えする体制を充実させ、お客様サービスと

利便性の一層の向上を目指します。

　９ 主要な借入先
(単位：百万円)

借 入 先 借 入 金 額

株式会社みずほ銀行 23,921

株式会社三井住友銀行 12,230

株式会社三菱東京UFJ銀行 11,860

株式会社りそな銀行 5,259
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Ⅱ 会社の現況
　１ 株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 300,000,000株
(2) 発行済株式総数 102,040,042株

（自己株式 1,506,354株を含む。）
(3) 当事業年度末株主数 11,235名

　 (4) 大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持株数 持株比率

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 ( 信 託 口 )

7,890千株 7.84％

綜 合 商 事 株 式 会 社 7,388 7.34

綜 合 警 備 保 障 従 業 員 持 株 会 5,846 5.81

埼 玉 機 器 株 式 会 社 5,283 5.25

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託
み ず ほ 銀 行 口 再 信 託 受 託 者
資産管理サービス信託銀行株式会社

4,261 4.23

か ま く ら 商 事 株 式 会 社 4,150 4.12

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 （信 託 口）

3,890 3.86

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 3,420 3.40

村 井 温 2,985 2.96

き ず な 商 事 株 式 会 社 2,950 2.93

注： 持株比率は自己株式(1,506,354株)を控除して計算しております。

　
　２ 新株予約権等に関する事項
　 (1) 当事業年度末日における新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。

　 (2) 当事業年度中に交付した新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。
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　３ 会社役員に関する事項
　 (1) 取締役および監査役の氏名等

（平成26年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長
兼最高経営責任者(CEO)

村 井 温 綜合商事株式会社代表取締役

代表取締役社長
兼最高執行責任者(COO)

青 山 幸 恭
営業本部長
一般社団法人全国警備業協会副会長
一般社団法人東京都警備業協会会長

取 締 役 宮 澤 裕 一
開発・技術総括担当、情報・システム担当、
商品サービス企画担当

取 締 役 原 清 美
営業本部副本部長、営業推進担当、本社法人
営業担当

取 締 役 桒 山 信 也
グループ再編担当
日本ファシリオ株式会社代表取締役

取 締 役 大 泉 隆 史
弘中総合法律事務所弁護士
パイオニア株式会社社外取締役

取 締 役 宮 本 盛 規

常 勤 監 査 役 藤 川 隆 夫

常 勤 監 査 役 上 野 山 実

監 査 役 須 藤 秀 人

監 査 役 大 岩 武 史 独立行政法人日本貿易保険監事

注：１ 当事業年度中の監査役の異動は次のとおりであります。
(1) 監査役上野山実氏は、平成25年６月25日開催の第48回定時株主総会において新たに監

査役に選任され就任いたしました。
(2) 監査役小野澤義博氏は、平成25年６月25日開催の第48回定時株主総会の終結の時をも

って退任いたしました。
２ 監査役大岩武史氏は、平成26年３月まで、株式会社損保ジャパン総合研究所の顧問を兼
務しておりました。

３ 取締役大泉隆史および宮本盛規の両氏は、社外取締役であります。
４ 監査役上野山実、須藤秀人および大岩武史の３氏は、社外監査役であります。
５ 取締役大泉隆史および宮本盛規ならびに監査役上野山実、須藤秀人および大岩武史の５
氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
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　 (2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人 数
当事業年度に係る報酬等

の総額
株主総会で定められた報酬

限度額

取 締 役 ７名 229百万円 400百万円

監 査 役 ５名 63百万円 120百万円

計 12名 292百万円 520百万円

上記報酬等の総額のうち社外役
員６名（社外取締役２名、社外
監査役４名）の報酬等の総額

56百万円

注：１ 上記監査役および社外役員の報酬等の総額には平成25年６月25日開催の第48回定時株主
総会の終結の時をもって退任した監査役１名の在任中の報酬等が含まれております。

２ 上記取締役の報酬等の総額には、当事業年度に係る役員賞与47百万円が含まれておりま
す。

　 (3) 役員の報酬等の額に関する方針の内容および決定方法
　当社は、株主総会の決議により、取締役については総額400百万円、監査役に

ついては総額120百万円を報酬限度額と決定しております。

　取締役の定額報酬は、役職および社外取締役、それ以外の取締役の別により

定めており、賞与は役職別の定額に、一定の基準に基づき前期の職務執行に対

する業績評価を行い算定し、取締役会で決定しております。

　監査役の定額報酬は、監査役会で取り決めた基準に従って決定しております。
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　 (4) 社外役員に関する事項
　 ア 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 大泉 隆史

取締役会16回のうち14回に出席しております。法曹界で要職を歴

任するなどして培った法律およびコンプライアンスの専門家とし

ての豊富な知識・経験に基づき、議案審議等に必要な発言を適宜

行っております。

取 締 役 宮本 盛規

取締役会16回のうち15回に出席しております。民間の大手企業に

おける長年にわたる経営者としての活躍により培った豊富な経験

および見識に基づき、議案審議等に必要な発言を適宜行っており

ます。

監 査 役 上野山 実

就任後開催された取締役会13回の全てに出席し、また、就任後開

催された監査役会13回の全てに出席しております。大手電機メー

カーにおいて従業員および取締役として長年にわたって経理・財

務を担当するなどして培った豊富な経験・能力などを生かし、議

案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 須藤 秀人

取締役会16回の全てに出席し、また、監査役会18回の全てに出席

しております。過去に他社の代表取締役を務めたことによる経営

者としての経験・能力などを生かし、議案審議等に必要な発言を

適宜行っております。

監 査 役 大岩 武史

取締役会16回の全てに出席し、また、監査役会18回の全てに出席

しております。長年の大手損害保険会社での活躍により培った豊

富で多様な経験と幅広い見識を生かし、議案審議等に必要な発言

を適宜行っております。

　 イ 重要な兼職先と当社との関係
（ア）取締役大泉隆史氏は、パイオニア株式会社の社外取締役であります。

同社は、当社との間で、警備業務委託等の取引関係があります。
　また、同氏は、弘中総合法律事務所の弁護士であります。同事務所と当
社との間には、特別の関係はありません。

（イ）監査役大岩武史氏は、独立行政法人日本貿易保険の監事であります。
同法人と当社との間には、特別の関係はありません。
　また、同氏は、平成23年４月から平成26年３月まで株式会社損保ジャパ
ン総合研究所の顧問を務めておりました。同社と当社との間には、特別の
関係はありません。

　 ウ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役大泉隆史および宮本盛規の両氏との間で、責任限度額を
1,000万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高
い額とする責任限定契約を締結しております。
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　４ 会計監査人の状況
　 (1) 会計監査人の名称

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　 ア 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

76百万円

　 イ 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

86百万円

注： 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、アの報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　 (3) 非監査業務の内容
　当社が会計監査人に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、海外事

業拠点の開設のために必要な報告書の作成に係る業務であります。

　 (4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会社法第340条第１項各号に定める場合のほか、監督官庁から監査業務停止処

分を受けた場合その他会計監査人の監査能力、専門的知見、信用力、監査報酬、

継続監査年数、当社からの独立性、当社との利害関係、法令の遵守状況等を総

合的に勘案して適正な監査の遂行が困難であると認められる場合に、監査役会

または取締役会において、会計監査人の解任または不再任を決定し、必要な手

続を行います。
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５ 業務の適正を確保するための体制
「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するための体制」について取締役会で決議し

た内容は、以下のとおりであります。（最終改定：平成19年10月10日）

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制
ア 会社創業以来の精神や社訓を集大成した基本理念として「綜警憲章」を制

定し、あらゆる企業活動の前提とする。

イ 「倫理規程」を制定し、誠実な職務執行と倫理に基づく行動のための規範

とする。

ウ 「コンプライアンス規程」を制定し、コンプライアンス担当役員を指名す

るとともに、活動状況について、必要に応じ取締役会および経営会議に報告

させる。

エ 「内部通報規程」を制定し、内部通報体制を確立するとともに、その適正

な運用を図る。

オ 社長直轄の内部監査専管部署を設置し、本社各部および事業所等に対し、

定期的に経営活動を検証し、取締役および監査役にその結果を報告させる。

カ 金融商品取引法その他の法令に基づき、財務報告が適正に作成されるため

の体制を整備し、運用する。

キ 「取締役会規則」「稟議規程」「業務分掌規程」および「職務権限規程」を

制定し、職務権限を適切に分担させ、担当権限を超えるものについて決裁を

義務づけることにより、職務の執行を監視する。

ク 各種研修を適切に実施し、取締役および使用人に対し、法令ならびに定款

および社内規則に関する教育を実施する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ア 株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、契約書、会

計帳簿・計算書類その他業務の執行状況を示す主要な情報の取り扱いに関す

る規程を制定し、当該情報を適正に保存管理する。

イ 取締役および監査役は、これらの情報をいつでも閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア 「リスク管理規程」を制定し、リスク管理担当役員を指名するとともに、

リスクの予測および評価を行い、リスクの予防、軽減、移転その他必要な措

置を講じ、またはリスク発生時の対処方法を定め、必要に応じ取締役会およ

び経営会議に報告させる。

イ 「災害対策規程」を制定し、自然災害時の対策および体制を整備する。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
ア 経営目標に基づき中期経営計画および年度経営計画を作成する。

イ 年度経営計画については、毎月、取締役会および経営会議に報告し、月次

単位で進捗管理を行う。

ウ 「職務権限規程」を制定し、職務権限の分担により、効率的な意思決定を

行う。

エ ＩＴを活用した基幹業務システムにより事業処理を簡素化し、経営および

業務の合理化、効率化を図る。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
ア 子会社の業務管理のための規程を制定するとともに、専管部署を設置し、

統括管理する。

イ 子会社に対しては、当社から取締役または監査役を派遣するなどして、厳

正な指導、監督を行う。

ウ 子会社は、各種会議、社内電子掲示板等を通じて当社と情報を共有すると

ともに、相互に連携してコンプライアンス活動の実施および内部通報制度の

運用を行う。

エ 当社および子会社は、反社会的勢力との関係を完全に遮断し、そのために

必要な社内体制の整備、外部専門機関との連携等の取組みを行う。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に
おける当該使用人に関する事項およびその使用人の取締役からの独
立性に関する事項
ア 監査役会事務局を設置し、監査役の職務を補助する使用人を配置する。

イ 監査役会事務局員の人事については、監査役会の同意を得るものとする。

(7) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監
査役への報告に関する体制
ア 取締役および使用人は、監査役に対して、業務に関する重要な事項につい

て報告する。

イ 監査役は、取締役会および経営会議に出席する。

ウ 内部監査専管部署は、監査役と相互連携し、定期的に情報交換等を行う。

(8) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア 監査役は、社長および本社各部室長と定期的に意見交換またはヒアリング

を行うとともに、各事業所および子会社へ往査する。

イ 監査役は、定期的に監査法人と意見交換会を開催する。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注：本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成26年３月31日現在)

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 資 産 199,458 Ⅰ 流 動 負 債 114,322

１ 現 金 及 び 預 金 43,161 １ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 21,069

２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金 98,579 ２ 短 期 借 入 金 56,472

３ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 36,055 ３ １年内返済予定の長期借入金 3,165

４ リース債権及びリース投資資産 1,986 ４ １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 10

５ 有 価 証 券 415 ５ 未 払 金 13,672

６ 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 4,380 ６ リ ー ス 債 務 2,506

７ 未 成 工 事 支 出 金 343 ７ 未 払 法 人 税 等 4,203

８ 立 替 金 6,370 ８ 未 払 消 費 税 等 1,680

９ 繰 延 税 金 資 産 1,842 ９ 賞 与 引 当 金 1,072

10 そ の 他 6,534 10 役 員 賞 与 引 当 金 238

11 貸 倒 引 当 金 △211 11 繰 延 税 金 負 債 0

Ⅱ 固 定 資 産 143,036 12 そ の 他 10,230

１ 有 形 固 定 資 産 68,225 Ⅱ 固 定 負 債 47,968

(1) 建 物 及 び 構 築 物 19,183 １ 社 債 20

(2) 機械装置及 び 運 搬 具 15,716 ２ 長 期 借 入 金 3,983

(3) 土 地 22,933 ３ リ ー ス 債 務 5,510

(4) リ ー ス 資 産 5,562 ４ 繰 延 税 金 負 債 33

(5) 建 設 仮 勘 定 1,410 ５ 再評価に係る繰延税金負債 366

(6) そ の 他 3,419 ６ 退 職 給 付 に 係 る 負 債 33,554

２ 無 形 固 定 資 産 6,151 ７ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,696

(1) ソ フ ト ウ エ ア 3,681 ８ 資 産 除 去 債 務 67

(2) の れ ん 769 ９ 負 の の れ ん 60

(3) そ の 他 1,699 10 そ の 他 2,674

３ 投 資 そ の 他 の 資 産 68,659 負 債 合 計 162,290

(1) 投 資 有 価 証 券 34,466 純 資 産 の 部

(2) 長 期 貸 付 金 456 Ⅰ 株 主 資 本 163,766

(3) 敷 金 及 び 保 証 金 7,798 １ 資 本 金 18,675

(4) 保 険 積 立 金 2,004 ２ 資 本 剰 余 金 32,117

(5) 退職給付に 係 る 資 産 50 ３ 利 益 剰 余 金 114,961

(6) 繰 延 税 金 資 産 12,638 ４ 自 己 株 式 △1,988

(7) そ の 他 12,097 Ⅱ その他の包括利益累計額 △5,475

(8) 貸 倒 引 当 金 △853 １ その他有価証券評価差額金 5,969

２ 土 地 再 評 価 差 額 金 △5,343

３ 為 替 換 算 調 整 勘 定 46

４ 退職給付に係る調整累計額 △6,148

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 21,914

純 資 産 合 計 180,205

資 産 合 計 342,495 負 債 及 び 純 資 産 合 計 342,495
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

売 上 高 328,209

売 上 原 価 248,900

売 上 総 利 益 79,308

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 60,375

営 業 利 益 18,932

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 762

持分法による投資利益 517

そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,843 3,124

営 業 外 費 用

支 払 利 息 578

そ の 他 の 営 業 外 費 用 732 1,311

経 常 利 益 20,745

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 108

受 取 補 償 金 124

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 25 258

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 23

固 定 資 産 除 却 損 66

減 損 損 失 2 92

税金等調整前当期純利益 20,911

法人税、住民税及び事業税 8,372

法 人 税 等 調 整 額 481 8,853

少数株主損益調整前当期純利益 12,057

少 数 株 主 利 益 1,102

当 期 純 利 益 10,955
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 18,675 32,117 106,731 △1,987 155,536

当期変動額

剰余金の配当 △2,664 △2,664

当期純利益 10,955 10,955

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

連 結 範 囲 の 変 動 △60 △60

株主資本以外の項目の当期変動額（純額)

当期変動額合計 － － 8,230 △0 8,229

当期末残高 18,675 32,117 114,961 △1,988 163,766

その他の包括利益累計額
少数
株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評 価 差 額

金

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累 計 額 合

計

当期首残高 4,245 △5,343 △10 － △1,109 21,135 175,563

当期変動額

剰余金の配当 △2,664

当期純利益 10,955

自 己 株 式 の 取 得 △0

連 結 範 囲 の 変 動 △60

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 1,724 0 56 △6,148 △4,366 778 △3,587

当期変動額合計 1,724 0 56 △6,148 △4,366 778 4,641

当期末残高 5,969 △5,343 46 △6,148 △5,475 21,914 180,205
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１ 連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数 59社

　主要な連結子会社の名称

　 日本ファシリオ株式会社

　 綜警常駐警備株式会社

　 綜警ビルサービス株式会社

　 北関東綜合警備保障株式会社

　 広島綜合警備保障株式会社

平成25年８月1日付で、当社は連結子会社の綜警電気工事㈱の権利義務全部を承継し、綜警電気

工事㈱は解散し吸収合併いたしました。

また、当連結会計年度において、ALSOK India Private Limitedを設立し、連結子会社に含めて

おります。

　なお、ALSOKケア㈱については、重要性が増加したことから、当連結会計年度より連結子会社に

含めております。

　(2) 主要な非連結子会社の名称

　 愛媛綜警サービス株式会社

　（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

２ 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の関連会社数 ９社

　主要な会社の名称

　 ホーチキ株式会社

　 新潟綜合警備保障株式会社

　 北陸綜合警備保障株式会社

　(2) 持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社の名称

　 愛媛綜警サービス株式会社

　（持分法を適用しない理由）

　いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちALSOK (Vietnam) Co., Ltd.、愛龍所克商貿（上海）有限公司、ALSOK MALAYSIA

SDN. BHD.およびPT. ALSOK INDONESIAの決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成に当た

っては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４ 会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ア 有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により

算定）によっております。

また、区分処理できないデリバティブ組入債券については時

価法（売却原価は主として移動平均法により算定）によって

おります。

時価のないもの…………………主として移動平均法による原価法によっております。

　 イ デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　時価法によっております。

　 ウ たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）によっております。

　未成工事支出金

　個別法による原価法によっております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ア 有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定額法を採用しております。主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物 15～50年

機械装置及び運搬具 ３～５年

　 イ 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

　 ウ リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………………従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。

役員賞与引当金…………………役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。

役員退職慰労引当金……………連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

ア 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。
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イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として５年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

ア ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 イ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事

進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工

事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗率の見積もりは、原価比例法によっ

ております。

　(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 ア 重要なヘッジ会計の方法

(ア) ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップに

ついては特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を

採用しております。

(イ) ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 銀行借入金及び社債

(ウ) ヘッジ方針……………………金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、内規に基

づき、金利変動リスクをへッジしております。

(エ) ヘッジの有効性評価の方法…特例処理によっている金利スワップにつきましてはヘッジの

高い有効性があるとみなされるため、有効性の評価は省略し

ております。
　 イ 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税および地方消

費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

５ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、主として５年間の均等償却を行っております。

また、平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行って

おります。
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（会計方針の変更に関する注記）

１ 退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24

年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給

付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務か

ら年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える

場合には退職給付に係る資産）として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係

る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が33,554百万円、退職給付に係る資産

が50百万円計上されるとともに、その他の包括利益累計額が6,148百万円減少しております。

　なお、１株当たり純資産額は61円17銭減少しております。

２ 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却の方法について、主として定率法（ただし、

平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法）を採用しておりまし

たが、当連結会計年度より、すべての有形固定資産について、定額法に変更しております。

　この変更は、各固定資産の使用実態を見直した結果、当社及び国内連結子会社の有形固定資産は、

耐用年数内で安定的に使用していること、および有形固定資産に関連する保全の実施も耐用年数内に

おいて安定的に発生しており、また主たる収入が安定的に発生していることから、期間損益計算の適

正性をさらに高めるためには、定額法がより合理的な方法であり、経営実態をより的確に反映するも

のと判断し、さらには減価償却方法を変更するためのシステム対応が当連結会計年度の期首から可能

となったためであります。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ3,194百万円増加しております。

（表示方法の変更に関する注記）

　 釣銭用立替金の表示方法の変更

警備輸送業務における入金機オンラインシステムの釣銭用立替金の表示方法は、従来、連結貸借対

照表上、流動資産の「立替金」に含めておりましたが、契約先からの返金済み部分が増加しているこ

とから、当連結会計年度より、返金済み部分を「警備輸送業務用現金」に含めて表示しております。

　なお、前連結会計年度の「立替金」に含まれている返金済み部分は5,871百万円であります。

（追加情報）

　 法定実効税率の変更

平成26年3月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が公布され、平成

26年４月１日以降開始する連結会計年度において復興特別法人税が廃止されることとなりました。

　これに伴い、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度において解消が見込まれ

る一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を変更して

おります。

　この変更により、当期末の繰延税金資産の純額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は221百万

円減少し、当期の費用に計上した法人税等調整額は221百万円増加しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１ 担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 445百万円

建物及び構築物 1,624百万円

土地 2,817百万円

投資有価証券 26百万円

　計 4,913百万円

　担保に係る債務は次のとおりであります。

１年内返済予定の長期
借入金

201百万円

長期借入金 720百万円

　計 921百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 142,144百万円

３ 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土

地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格

補正等合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額

1,165百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
の株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

普通株式 102,040,042 － － 102,040,042

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
の株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

普通株式 1,520,950 474 － 1,521,424

（注）普通株式の自己株式の増加474株は、単元未満株式の買取りに伴う増加であります。

３ 剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,407 14.0 平成25年３月31日 平成25年６月26日

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 1,256 12.5 平成25年９月30日 平成25年12月３日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成26年６月25日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり提案しております。

決議
株式の
種類

配当金
の総額
(百万円)

配当の
原資

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,759 利益剰余金 17.5 平成26年３月31日 平成26年６月26日
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（金融商品に関する注記）

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については余剰資金の範囲内で、かつ長期の安定的な運用に限定して

おります。一方、資金調達については主に銀行借入による方針であります。なお、デリバティブ取

引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としております。また、一部の連結子会社において

資金運用の一環として、その他有価証券（為替リンク債等）について組込デリバティブ取引を利用

しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引における不良債権の発生防止、優良取引先の選

別、取引基盤の強化等を図っております。また、売上債権管理規程に従い、取引先ごとに債権の期

日及び残高を管理しております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。また、組込

デリバティブ取引は、将来の為替変動に伴う金利変動及び元本毀損リスクを有しておりますが、取

引の相手方は、信用度の高い金融機関であり、相手方契約の不履行から生ずる信用損失の発生は予

想しておりません。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に警備輸送業務に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投

資に係る資金調達であります。

　変動金利の借入金または社債は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のもの

の一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごと

にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性

の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有

効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の

高い金融機関とのみ取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が連

結経営計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２ 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含まれておりません（(注)２参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金及び預金 43,161 43,161 －

（2）警備輸送業務用現金 98,579 98,579 －

（3）受取手形及び売掛金 36,055 36,053 △1

（4）有価証券 415 415 －

（5）投資有価証券

　 その他有価証券 22,582 22,582 －

資産計 200,795 200,793 △1

（1）支払手形及び買掛金 21,069 21,069 －

（2）短期借入金 56,472 56,472 －

（3）未払金 13,672 13,672 －

（4）長期借入金(*) 7,149 7,138 △11

負債計 98,363 98,351 △11

(*)長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 警備輸送業務用現金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) 受取手形及び売掛金

　 時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスク

を加味した利率により割り引いた現在価値によっております。
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(4) 有価証券、(5) 投資有価証券

　 時価については、株式は取引所の価格によっております。なお、有価証券はその他有価証券とし

て保有しております。その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は1,139百万円であり、売却益

の合計額は231百万円、売却損の合計額は7百万円であります。また、その他有価証券において、種

類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額については以下のとおり

です。

（単位：百万円）

種類
取得原価又は

償却原価

連結貸借対照表

計上額
差額

連 結 貸 借

対 照 表 計

上 額 が 取

得 原 価 又

は 償 却 原

価 を 超 え

るもの

（1）株式 5,254 14,870 9,616

（2）債券

国債・地方債 199 213 13

社債 4,321 4,401 80

（3）その他 352 420 68

小計 10,127 19,906 9,778

連 結 貸 借

対 照 表 計

上 額 が 取

得 原 価 又

は 償 却 原

価 を 超 え

ないもの

（1）株式 1,387 1,119 △267

（2）債券

国債・地方債 100 100 △0

社債 789 775 △13

（3）その他 1,159 1,095 △63

小計 3,436 3,090 △345

合計 13,564 22,997 9,433

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて22百万円（株式22百万円）

減損処理を行っております。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4) 長期借入金

　 変動金利建ての長期借入金については、短期間で市場金利を反映することから、帳簿価額によっ

ております。

　 固定金利建ての長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて計算する方法によっております。

― 31 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月21日 14時57分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.40 20120314_01）



デリバティブ取引

　 ヘッジが適用されていないもの

　 （単位：百万円）

種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引

（複合金融商品）
1,199 938 △260

合計 1,199 938 △260

(*)組込デリバティブについて、時価の測定を合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品

全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

(*)時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,035

その他 582

合計 2,617

(*)これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、「資産(4)有価証券、(5)投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含

む）を有しております。

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項

総資産に占める賃貸等不動産の割合が低く、重要性が乏しいため記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１ １株当たり純資産額 1,574円 74銭

２ １株当たり当期純利益金額 108円 99銭
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（重要な後発事象に関する注記）

　株式取得による子会社化について

１ 当社は、平成26年４月１日付で、日産自動車株式会社の100％子会社である株式会社日産クリエイ

ティブサービス（以下「NICS」といいます。）から、NICSが新たに設立した同社のセキュリティ事業

およびビルメンテナンス事業を継承する会社の全株式を譲り受け、当社の100％子会社としてALSOK双

栄株式会社を設立いたしました。

(1) 株式取得の目的

　NICSは、セキュリティ事業は常駐警備、機械警備等のサービスを、ビルメンテナンス事業は消防

工事、清掃等のサービスを提供しております。またそれらの事業は、永年に亘る安定的なサービス

の提供と高い技術力により、強固なブランド力を有しております。

　当社は、同社より当該事業を承継する会社の全株式を譲り受け、双方の経営資源や事業ノウハウ

を融合することで、お客様に対し、さらに付加価値の高いサービスの提供を図ることを目的として

おります。

(2) 設立会社の概要

① 名称 ALSOK双栄株式会社

② 事業内容 警備の請負とその保障、各種施設の綜合管理業務の請負とその保障等

③ 株式取得日 平成26年４月１日

④ 所在地 神奈川県横浜市戸塚区柏尾町560

⑤ 代表者 米子 幸夫

⑥ 資本金 30百万円

⑦ 出資比率 100％

⑧ 年間売上規模 100億円程度

２ 当社は、平成26年４月８日付にて、日本ビル・メンテナンス株式会社（以下「NBM」といいます。）

の発行済株式総数の77.1％（111,940株）を取得いたしました。

(1) 株式取得の目的

　NBMは、建築物の維持管理サービス等を提供する総合ビルメンテナンス会社であり、1955年の創業

以来、設備管理・清掃管理・警備・工事業務等において、高品質なサービスを提供することで、お

客様の高い信頼を得つつ事業を拡大してまいりました。

　一方、当社グループは、警備・防災・工事事業を中心に、多くのお客様から支持をいただいてま

いりましたが、今次の株式取得（子会社化）により、NBMが当社グループに加わり、当社グループ事

業と連携・融合を進めることで、NBMの事業拡大と当社グループの事業の幅の広がりが期待できると

ともに、お客様財産の維持・管理・運営に関するご要請にトータルにお応えする体制が充実し、お

客様サービスと利便性の一層の向上が図れるものと判断いたしました。

　当社グループは、新たに加わったNBMを含めたグループ全体の経営資源を最大限活用し、お客様本

位の経営を進める中で、事業の拡大・発展と企業価値の向上を目指してまいります。
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(2) 株式取得対象会社の概要

① 名称 日本ビル・メンテナンス株式会社

② 所在地 東京都中央区日本橋三丁目12番2号

③ 代表者 代表取締役社長 本田和巳

④ 主な事業内容 総合ビルメンテナンス業

⑤ 資本金 7,260万円

⑥ 設立年月日 昭和30年５月６日

⑦ 発行済み株式総数 145,200株

⑧ 当社と当該会社との関係 記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はありません。

⑨ 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態

　決算期 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期

　純資産（百万円） 2,346 2,387 1,768

　総資産（百万円） 3,445 3,853 3,139

　一株当たり純資産（円） 16,158.9 16,445.1 12,177.2

　売上高（百万円） 9,659 9,827 9,691

　経常利益（百万円） 142 136 99

　当期純利益（百万円） 131 80 △605

　一株当たり当期純利益（円） 904.8 553.6 △4,167.9

　一株当たり配当金（円） 100 100 100

(3) 株式取得の相手先の概要

　 本田和巳他 個人株主19名

(4) 取得株式数、取得前後の所有株式の状況

① 異動前の所有株式数

－株

（議決権の数：－個）

（所有割合：－％）

② 取得株式数

111,940株

（議決権の数：111,940個）

（所有割合：77.1％）

③ 異動後の所有株式数

111,940株

（議決権の数：111,940個）

（所有割合：77.1％）
(5) 日程

　 株式取得日 平成26年４月８日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注：記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
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　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成26年５月９日

綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社

　 取 締 役 会 御中

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 田 茂 善 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野辺地 勉 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 藤 本 浩 巳 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、綜合警備保障株式会社の平成25年４月１
日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、綜合警備保障株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　「会計方針の変更に関する注記」の「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の
変更」に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却の方法につ
いて、主として定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）につ
いては定額法）を採用していたが、当連結会計年度よりすべての有形固定資産について、定額法に
変更している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上

― 35 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月21日 14時57分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.40 20120314_01）



貸 借 対 照 表
(平成26年３月31日現在)

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 資 産 142,853 Ⅰ 流 動 負 債 95,709

１ 現 金 及 び 預 金 11,947 １ 買 掛 金 9,818

２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金 97,313 ２ 短 期 借 入 金 63,327

３ 受 取 手 形 202 ３ １年内返済予定の長期借入金 2,400

４ 売 掛 金 18,142 ４ リ ー ス 債 務 1,106

５ 貯 蔵 品 3,715 ５ 未 払 金 5,894

６ 前 払 費 用 1,510 ６ 未 払 費 用 3,190

７ 立 替 金 6,195 ７ 未 払 法 人 税 等 1,756

８ 繰 延 税 金 資 産 906 ８ 未 払 消 費 税 等 734

９ そ の 他 2,989 ９ 前 受 金 6,462

10 貸 倒 引 当 金 △69 10 預 り 金 398

Ⅱ 固 定 資 産 103,583 11 役 員 賞 与 引 当 金 47

１ 有 形 固 定 資 産 40,264 12 そ の 他 573

(1) 建 物 9,699 Ⅱ 固 定 負 債 26,010

(2) 構 築 物 196 １ 長 期 借 入 金 2,400

(3) 機 械 及 び 装 置 12,868 ２ リ ー ス 債 務 2,557

(4) 車 両 運 搬 具 2 ３ 再評価に係る繰延税金負債 366

(5) 工 具、 器 具 及 び 備 品 2,594 ４ 退 職 給 付 引 当 金 18,259

(6) 土 地 10,130 ５ 預 り 保 証 金 2,286

(7) リ ー ス 資 産 3,557 ６ 長 期 未 払 金 82

(8) 建 設 仮 勘 定 1,215 ７ 資 産 除 去 債 務 57

２ 無 形 固 定 資 産 4,459

(1) ソ フ ト ウ エ ア 3,622 負 債 合 計 121,719

(2) ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 833 純 資 産 の 部

(3) 電 気 通 信 施 設 利 用 権 1 Ⅰ 株 主 資 本 124,693

(4) そ の 他 1 １ 資 本 金 18,675

３ 投 資 そ の 他 の 資 産 58,859 ２ 資 本 剰 余 金 29,320

(1) 投 資 有 価 証 券 14,582 資 本 準 備 金 29,320

(2) 関 係 会 社 株 式 18,948 ３ 利 益 剰 余 金 78,674

(3) 長 期 貸 付 金 553 (1) 利 益 準 備 金 792

(4) 長 期 前 払 費 用 248 (2) そ の 他 利 益 剰 余 金 77,881

(5) 敷 金 及 び 保 証 金 6,819 別 途 積 立 金 14,000

(6) 保 険 積 立 金 663 繰 越 利 益 剰 余 金 63,881

(7) 前 払 年 金 費 用 2,545 ４ 自 己 株 式 △1,975

(8) 繰 延 税 金 資 産 5,787 Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 24

(9) そ の 他 9,089 １ その他有価証券評価差額金 5,367

(10) 貸 倒 引 当 金 △380 ２ 土 地 再 評 価 差 額 金 △5,343

純 資 産 合 計 124,717

資 産 合 計 246,437 負 債 及 び 純 資 産 合 計 246,437
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

売 上 高 200,635

売 上 原 価 151,631

売 上 総 利 益 49,003

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 40,853

営 業 利 益 8,150

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,383

そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,325 10,708

営 業 外 費 用

支 払 利 息 604

そ の 他 の 営 業 外 費 用 518 1,122

経 常 利 益 17,736

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 108

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 25

固 定 資 産 受 贈 益 232

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 940 1,306

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 9

固 定 資 産 除 却 損 18

減 損 損 失 2 31

税 引 前 当 期 純 利 益 19,011

法人税、住民税及び事業税 4,130

法 人 税 等 調 整 額 △34 4,096

当 期 純 利 益 14,915
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

当 期 首 残 高 18,675 29,320 29,320 792 14,000 51,630 66,422 △1,974 112,443

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,664 △2,664 △2,664

当 期 純 利 益 14,915 14,915 14,915

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 12,251 12,251 △0 12,250

当 期 末 残 高 18,675 29,320 29,320 792 14,000 63,881 78,674 △1,975 124,693

評価・換算差額等
純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

土地
再評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

当 期 首 残 高 3,837 △5,343 △1,506 110,936

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,664

当 期 純 利 益 14,915

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

1,530 1,530 1,530

当 期 変 動 額 合 計 1,530 － 1,530 13,780

当 期 末 残 高 5,367 △5,343 24 124,717
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ア 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)に

よっております。

時価のないもの…………………移動平均法による原価法によっております。

　 イ デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

　 ウ たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）によっております。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ア 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 15～50年

機械及び装置 　 ５年

　 イ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

ウ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。
役員賞与引当金…………………役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。

退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。過去

勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により発生時の翌

事業年度から処理しております。
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　(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ア 繰延資産の処理方法

株式交付費………………………支出時に全額費用処理しております。

　 イ 重要なヘッジ会計の方法

(ア) ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップに

ついては特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を

採用しております。

(イ) ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 銀行借入金

(ウ) ヘッジ方針……………………金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、内規に基

づき、金利変動リスクをへッジしております。

(エ) ヘッジの有効性評価の方法…特例処理によっている金利スワップにつきましてはヘッジの

高い有効性があるとみなされるため、有効性の評価は省略し

ております。
　 ウ 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税および地方

消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

（会計方針の変更に関する注記）

　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社は、有形固定資産の減価償却の方法について、主として定率法（ただし、平成10年4月1日以降

に取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法）を採用しておりましたが、当事業年度よ

り、すべての有形固定資産について、定額法に変更しております。

　この変更は、各固定資産の使用実態を見直した結果、当社の有形固定資産は、耐用年数内で安定的

に使用していること、および有形固定資産に関連する保全の実施も耐用年数内において安定的に発生

しており、また主たる収入が安定的に発生していることから、期間損益計算の適正性をさらに高める

ためには、定額法がより合理的な方法であり、経営実態をより的確に反映するものと判断し、さらに

は減価償却方法を変更するためのシステム対応が当事業年度の期首から可能となったためでありま

す。

　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ2,635百万円増加しております。

（表示方法の変更に関する注記）

　 釣銭用立替金の表示方法の変更

警備輸送業務における入金機オンラインシステムの釣銭用立替金の表示方法は、従来、貸借対照表

上、流動資産の「立替金」に含めておりましたが、契約先からの返金済み部分が増加していることか

ら、当事業年度より、返金済み部分を「警備輸送業務用現金」に含めて表示しております。

　なお、前事業年度の「立替金」に含まれている返金済み部分は5,871百万円であります。

（追加情報）

　法定実効税率の変更

平成26年3月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が公布され、平成

26年４月１日以降開始する事業年度において復興特別法人税が廃止されることとなりました。

　これに伴い、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの事業年度において解消が見込まれる一

時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を変更しており

ます。

　この変更により、当期末の繰延税金資産の純額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は130百万

円減少し、当期の費用に計上した法人税等調整額は130百万円増加しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１ 担保に供している資産

　出資会社の借入金に対して下記の資産を担保に供しております。

　 投資有価証券 26百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 106,008百万円

３ 関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。

　 短期金銭債権 2,352百万円

　 長期金銭債権 324百万円

　 短期金銭債務 12,311百万円

４ 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土

地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格

補正等合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額

1,165百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 10,852百万円

営業費用 34,729百万円

営業取引以外の取引高 9,019百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株 式 数 (株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当事業年度末
株 式 数 (株)

普通株式 1,505,880 474 － 1,506,354

（注）普通株式の自己株式の増加474株は、単元未満株式の買取りに伴う増加であります。
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （単位：百万円)
未払事業税 264
賞与引当金損金算入限度超過額 34
貸倒引当金損金算入限度超過額 146
退職給付引当金損金算入限度超過額 6,507
役員退職慰労金の未払額 29
減価償却限度超過額 626
警報機器設置工事費否認 2,956
投資有価証券評価損 10
土地再評価差額金 2,140
その他 627

繰延税金資産小計 13,343
評価性引当額 △2,637

繰延税金資産合計 10,706
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,972
前払年金費用 △907
外国株式配当減額 △132
土地再評価差額金 △366

繰延税金負債合計 △4,378
繰延税金資産の純額 6,327

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 906
固定資産―繰延税金資産 5,787
固定負債―再評価に係る繰延税金負債 △366
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり
であります。

(借主側)
１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
(百万円)

減価償却累計額相
当額(百万円)

期末残高相当額
(百万円)

有形固定資産「その他」
(車両運搬具)

－ － －

有形固定資産「その他」
(器具及び備品)

－ － －

合計 － － －

２ 未経過リース料期末残高相当額
　１ 年 内 －百万円
　１ 年 超 －百万円
　 合 計 －百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 2百万円
減価償却費相当額 1百万円
支払利息相当額 0百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっております。
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（関連当事者との取引に関する注記）
１ 役員及び個人主要株主等

名 称 又 は 氏 名
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事
者との関
係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引により
発生した債
権又は債務
に係る主な
項目別の当
事業年度末
日における
残高（百万
円）

取引条件
の変更

村井 温
（財団法人村井
順記念奨学財団
理事長）

(被所有)
直接
3.0％

役員
(当社代表
取締役)

寄付金 13
(注)１
(注)２

― ―

(注)１ 当社代表取締役村井温が財団法人村井順記念奨学財団の理事長として行った取引であります。
　なお、当該財団の活動内容は、神奈川県内の工学系大学又は工学系の学部に在学する学生を
対象とした返還不要の奨学金の支給であります。

　 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
　財団法人村井順記念奨学財団への寄付金の金額につきましては、当社の社会貢献の必要性、
当該財団の活動目的を達成するために必要と認められる年間奨学金等を勘案の上、当社の取締
役会で決定しております。

　 ３ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２ 子会社

名称又は氏名
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事
者との関
係

取引の内容
取引金額
(百万円)

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引により
発生した債
権又は債務
に係る主な
項目別の当
事業年度末
日における
残高（百万
円）

取引条件
の変更

ALSOK
(Thailand)

(直接所有)
49.0％

子会社 資金の貸付 ― (注)１ 長期貸付金
116

―

ALSOK
Consulting(Thailand)

(直接所有)
49.0％

子会社 資金の貸付 ― (注)１
長期貸付金

74
―

ALSOKケア
㈱

(直接所有)
100.0％

子会社 資金の貸付 ― (注)１
短期貸付金

170
―

日 本 フ ァ
シリオ㈱

(直接所有)
91.6％

子会社 資金の借入 24 (注)２
短期借入金

3,900
―

(注)１ 当該子会社の再建のため人的支援、金融支援を行っております。貸付金の金利については、
市場金利を勘案して決定しておりますが、合理的な再建計画に基づき当該子会社の業績が回復
するまでの間は無利息としております。

　(1) 貸付金期末残高に対する貸倒引当金残高 0百万円
　(2) 当期の貸倒引当金繰入額 0百万円
　(3) 当期の貸倒損失 該当事項はありません。
２ 短期借入金は、当社グループ内の資金効率を高めることを目的として借り入れたものでありま

す。借入金の金利については、市場金利を勘案して決定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１ １株当たり純資産額 1,240円 56銭

２ １株当たり当期純利益金額 148円 36銭

（重要な後発事象に関する注記）

　株式取得による子会社化について

１ 当社は、平成26年４月１日付で、日産自動車株式会社の100％子会社である株式会社日産クリエイ

ティブサービス（以下「NICS」といいます。）から、NICSが新たに設立した同社のセキュリティ事業

およびビルメンテナンス事業を継承する会社の全株式を譲り受け、当社の100％子会社としてALSOK双

栄株式会社を設立いたしました。

２ 当社は、平成26年４月８日付にて、日本ビル・メンテナンス株式会社の発行済株式総数の77.1％

（111,940株）を取得いたしました。

上記の取引の詳細は連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に記載のとおりであります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注：記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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　会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成26年５月９日

綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社

　 取 締 役 会 御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 田 茂 善 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野辺地 勉 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 藤 本 浩 巳 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、綜合警備保障株式会社の平成25年4月
1日から平成26年3月31日までの第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　「会計方針の変更に関する注記」の「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の
変更」に記載されているとおり、会社は、有形固定資産の減価償却の方法について、主として定率
法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法）を採
用していたが、当事業年度よりすべての有形固定資産について、定額法に変更している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上

― 46 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月21日 14時57分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.40 20120314_01）



　監査役会の監査報告書謄本

監査報告書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第49期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
１ 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
　監査役会は、当事業年度の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および
結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当事業年度の監査方針、監査計画
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報収集および監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に
記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項およ
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社につい
ては、子会社に対し事業の報告を求め、その業務および財産の状況を調査いたしました。以上の
方法に基づき、当事業年度に係る事業報告およびその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。以上の方法に基づき、当事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

２ 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　 会計監査人 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成26年５月16日

綜合警備保障株式会社 監査役会

常勤監査役 藤川隆夫 ㊞

常勤監査役（社外監査役) 上野山実 ㊞

監 査 役（社外監査役) 須藤秀人 ㊞

監 査 役（社外監査役) 大岩武史 ㊞
以 上

以 上
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株主総会参考書類

　第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策として位置付け、内部

留保の充実を図りながら、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基本方針

としております。

　この方針に基づき、剰余金の処分は以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　 １ 配当財産の種類

　 金銭

　 ２ 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき金17.5円 総額1,759,339,540円

　（これにより中間配当金を含めました年間配当金は、１株につき30円とな

ります。）

　 ３ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成26年６月26日

　第２号議案 定款一部変更の件

　 １ 提案の理由

(1) 当社の事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るため、現行定款第２条

（目的）に目的事項の追加を行うものであります。

(2) 上記のほか、号文の新設に伴う号数の繰り下げ等の形式的変更を行うもの

であります。

　 ２ 変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

(下線部は変更部分を示します。)

現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第２条 <条文省略>

(１)～(32) <条文省略>

第２条 <現行定款どおり>

(１)～(32) <現行定款どおり>
　 <新設> (33) 各種施設、イベントおよび催事等

の企画運営
(33)～(39) <条文省略> (34)～(40) <現行定款どおり>
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　第３号議案 取締役８名選任の件

　本総会終結の時をもって取締役全員（７名）が任期満了となりますので、取締

役８名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当社
の 株 式 の 数

１
村　井
むら い

　 温
あつし

(昭和18年２月12日生)

平成７年９月 警察庁中部管区警察局長(平成８年６

月退官)

2,985,074株

平成８年６月 預金保険機構理事(平成９年９月退

任)
平成９年９月 当社顧問

平成10年６月 代表取締役副社長

平成13年６月 代表取締役社長

平成15年７月 営業本部長

平成16年４月 警備運用本部長

平成23年４月 最高経営責任者(CEO)(現任)

平成24年４月 代表取締役会長(現任)

(重要な兼職の状況)

綜合商事株式会社代表取締役

２
青　山　幸　恭
あお やま ゆき やす

(昭和27年９月28日生)

平成18年７月 財務省関税局長(平成20年７月退官)

11,300株

平成20年８月 当社常務執行役員、警備運用本部長

平成21年４月 人事総括担当、運用担当、企業倫理

担当
平成21年６月 代表取締役専務執行役員

平成22年４月 代表取締役副社長執行役員、営業本

部長(現任)
平成23年４月 最高執行責任者(COO)(現任)

平成24年４月 代表取締役社長(現任)、社長執行役

員(現任)
(重要な兼職の状況)

一般社団法人全国警備業協会副会長

３ 宮　澤　裕　一
みや ざわ ゆう いち

(昭和31年３月15日生)

昭和53年４月 当社入社

4,700株

平成16年４月 人事部長

平成19年４月 執行役員、西日本事業本部副本部長

平成21年４月 第二地域本部長

平成22年６月 常務執行役員

平成23年６月 取締役常務執行役員(現任)、開発・

技術総括担当、情報・システム担当、

関西担当
平成24年４月 商品サービス企画担当

平成26年４月 戦略事業担当(現任)、統括カンパニ

ー担当(現任)、地域統括担当(現任)

(重要な兼職の状況)

日本ファシリオ株式会社代表取締役

日本ビル・メンテナンス株式会社代表取締役
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当社
の 株 式 の 数

４
原
はら

　 清　美
きよ み

(昭和26年１月７日生)

昭和45年３月

平成15年４月

当社入社

横浜支社長

23,300株

平成18年６月 東京綜合警備保障株式会社出向 代

表取締役社長(平成20年４月退任)
平成19年６月 執行役員、常駐部門再編担当

平成20年４月 営業本部法人担当

平成20年８月 営業本部営業支援兼商品・サービス

担当
平成22年６月 常務執行役員、営業本部副本部長(現

任)、営業支援兼商品・サービス担当
平成23年６月 取締役常務執行役員(現任)、本社営

業担当
平成24年４月 営業推進担当(現任)、本社法人営業

担当
平成26年４月 法人営業総括担当(現任)

(重要な兼職の状況)

　 なし

５
※栗

くり

　林
ばやし

　誠　良
よし ろう

(昭和29年４月20日生)

昭和49年４月 当社入社

8,300株

平成19年４月 人事部長

平成21年４月 執行役員、人事担当

平成23年４月 第一地域本部長

平成23年６月 常務執行役員(現任)

平成24年４月 営業本部副本部長

平成25年４月 営業本部副本部長(第一地域本部担

当)
平成25年10月 人事総括担当(現任)、企業倫理担当

(現任)、営業本部副本部長(HOME

ALSOK担当)(現任)
(重要な兼職の状況)

　 なし

６ ※穂　苅　裕　久
ほ かり ひろ ひさ

(昭和31年７月４日生)

平成22年４月 日本銀行業務局長(平成23年６月退

職)

2,400株

平成23年６月 当社執行役員、営業企画担当、金融

営業・営業推進担当、営業企画部長
平成24年２月 常務執行役員(現任)、営業本部副本

部長(現任)、営業企画・管理担当
平成24年４月 金融営業担当、警送営業担当

平成26年４月 総務・企画担当(現任)、金融営業総

括担当(現任)、コンプライアンス担

当(現任)、リスク管理担当(現任)、

情報資産管理担当(現任)
(重要な兼職の状況)

　 なし
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および
重要な兼職の状況

所有する当社
の 株 式 の 数

７
大
おお

　泉
いずみ

　隆　史
たか し

(昭和21年10月20日生)

平成19年７月 大阪高等検察庁検事長(平成21年１月

退官)

1,700株

平成21年３月 弁護士登録(第一東京弁護士会)

平成21年４月 弘中総合法律事務所弁護士(現任)

平成21年６月 パイオニア株式会社社外取締役(現

任)
平成22年６月 当社取締役(現任)

(重要な兼職の状況)

弘中総合法律事務所弁護士

８
宮　本　盛　規
みや もと せい き

(昭和19年１月11日生)

平成15年４月 新日本製鐵株式會社(現新日鐵住金株

式会社)代表取締役副社長(平成17年

６月退任)

1,200株

平成17年６月 日鐵商事株式會社(現日鉄住金物産株

式会社)代表取締役社長(平成21年６

月退任)
平成21年６月 同社取締役相談役(平成22年６月退

任)
平成22年６月 同社相談役(平成23年６月退任)

平成24年６月 当社取締役(現任)

(重要な兼職の状況)

　 なし

注：１ ※印は、新任候補者であります。
　 ２ 候補者と当社との特別の利害関係について

(1) 当社は、村井温氏が理事長を務める公益財団法人村井順記念奨学財団に対して寄付を行っ
ております。

(2) その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 ３ 大泉隆史および宮本盛規の両氏は社外取締役候補者であります。
　 ４ 社外取締役候補者についての事項は以下のとおりであります。

(1) 社外取締役候補者とした理由について
ア 大泉隆史氏については、法曹界で要職を歴任されるなどして培った法律およびコンプラ
イアンスの専門家としての豊富な知識・経験と高い倫理観に基づき、経営陣に対する実効
的な監視監督を期待できます。したがって、過去に株式会社等の会社経営に関与した経験
の多寡にかかわらず、同氏は、社外取締役として経営上の重要事項の決定および業務執行
の監督等に十分な役割を果たしていくものと考えられることが、同氏を社外取締役候補者
とした理由であります。

イ 宮本盛規氏については、民間の大手企業における長年にわたる経営者としての活躍によ
り培った豊富な経験および見識ならびに高い能力を有しており、大所高所からの貴重なご
意見に加え、経営陣に対する実効的な監視監督を期待できることが、同氏を社外取締役候
補者とした理由であります。

(2) 社外取締役に就任してからの年数について
大泉隆史および宮本盛規の両氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって、

それぞれ、４年および２年であります。
(3) 責任限定契約の内容の概要について

当社は、大泉隆史および宮本盛規の両氏との間で、責任限度額を1,000万円または会社法
第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額とする責任限定契約を締結してお
ります。両氏が再任された場合、当社は両氏との上記責任限定契約を継続する予定でありま
す。
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５ 社外取締役候補者の独立性について
当社は、株式会社東京証券取引所に対して、大泉隆史氏を独立役員として届け出ておりま

す。同氏については、当社の主要な取引先の出身者であるなどの一般株主と利益が相反する事
情はなく、法律の専門家としての豊富な知識・経験と高い倫理観を有することからも、独立役
員としての資格を有すると判断しております。なお、同氏が社外取締役を務めるパイオニア株
式会社、同氏が平成21年まで在籍していた大阪高等検察庁及び平成16年まで在籍していた公安
調査庁と当社との間にはそれぞれ警備業務委託等の取引がありますが、直近事業年度における
取引規模はいずれも僅少であります。
また、当社は、株式会社東京証券取引所に対して、宮本盛規氏を独立役員として届け出てお

ります。同氏については、当社の主要な取引先の出身者であるなどの一般株主と利益が相反す
る事情はなく、長年にわたる経営者としての活躍により培った豊富な経験および見識ならびに
高い能力を有することからも、独立役員としての資格を有すると判断しております。なお、同
氏が平成17年まで在籍していた新日本製鐵株式會社(現新日鐵住金株式会社)と当社との間に
は、警備業務委託等の取引がありますが、直近事業年度における取引規模は僅少であります。

６ 大泉隆史氏は、平成26年６月25日をもってパイオニア株式会社の社外取締役を退任予定であ
ります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図

会場 京王プラザホテル５階「エミネンスホール」

　 〒160-8330 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号

　 TEL. (03) 3344-0111 (代表)

◎JR・私鉄・地下鉄「新宿駅(西口)」「西新宿駅」より徒歩５分

◎都営地下鉄大江戸線「都庁前駅」Ｂ１出口よりすぐ
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